
告 示

�愛媛県告示第１００９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

令和２年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

今治市馬越町複合商業施
設

今治市馬越町四丁目
甲３８番１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

東京センチュリー株
式会社
代表取締役
浅田 俊一

東京センチュリー株
式会社
代表取締役
野上 誠

令和２年
４月１日

令和２年
８月３１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社レデイ薬局
代表取締役
三橋 信也

株式会社レデイ薬局
代表取締役
白石 明生

令和元年
８月１６日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
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�愛媛県告示第１０１０号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

令和２年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

松前町 筒井、浜、北黒
田の一部

平成２９年度から
令和元年度まで

松 前 町（筒 井、
浜、北黒田の一
部）の地籍図及び
地籍簿

四国中央市 川滝町下山・領
家４

平成２９年度から
令和元年度まで

四国中央市（川滝
町下山・領家４）
の地籍図及び地籍
簿

２ 認証年月日

令和２年９月１１日

�������
�愛媛県告示第１０１１号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和２年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

松山市上怒和乙５１、元怒和甲１７４８、乙６２２の２、乙６２３から乙６２

５まで、乙６２８から乙６３２まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

上怒和乙５１（次の図に示す部分に限る。）、元怒和乙６２３

から乙６２５まで・乙６３１・乙６３２（以上５筆について、次の図

に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松山市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０１２号
保安林の指定施業要件を変更する件（令和元年１２月農林水産省告

示第１５３６号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を�万高原町役場の掲示場に掲示するとともに、次のとおりそ
の要旨を告示する。

令和２年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

松山市立花一丁目１０番５号

越 智 デ ン
森林所有者

２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０１３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和２年９月１１日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社ハタダ

新居浜市船木甲２１３１番地

代表取締役 畑田 康裕

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社ハタダ 本社工場

新居浜市船木甲２１３１番地

３ 特定施設に関する事項

� �１

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第１７号 豆腐又は煮豆の製造業の用に
供する湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回あたり５００リットル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 １日あたり２回
８時～１５時（間 欠）

特定施設の１日当たりの使用
時間 ６時間

愛 媛 県 報令和２年９月１１日 第１３９号

７０６
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

産業排水処理浄化槽施設�１

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�愛媛県告示第１０１４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和２年９月１１日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，０００

最大 １，５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ８０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．２

最大 ０．５

備考 汚水等は、産業排水処理浄化槽施設�１にて処理する。

設 置 年 月 日 平成３年８月１日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理

処 理 施 設 の 型 式 長時間ばっ気、接触ばっ気及び油分解処
理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１０．７メートル 横１４．７メートル
高さ４．５５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１４０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 長時間ばっ気、接触ばっ気及び油分解処
理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１６

最大 １５２

備考 この他に、雨水排水口が６箇所ある。

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８４０

最大 １，２００

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ３００

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 １５０

通常 １０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ２０

通常 １

最大 １０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１０

最大 １４０

通常 １１０

最大 １４０

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２中局建（開）第２１号

令和２年９月２日
伊予郡砥部町原町３９７番、３９８番、３９９番、４００番

松山市平井町甲２３８２番地

株式会社 アットハウジング

愛 媛 県 報令和２年９月１１日 第１３９号

７０７
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公 告

�公 告

砂利採取業務主任者試験の実施について

砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１５条第１項の規定に基づき、

令和２年度砂利採取業務主任者試験を次のとおり実施する。

令和２年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の場所

松山市堀之内

愛媛県立図書館５階 多目的ホール

２ 試験の日時

令和２年１１月１３日（金）午前１０時

３ 受験願書の提出期間

令和２年１０月７日（水）から１０月１６日（金）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

�愛媛県告示第１０１５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和２年９月１１日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

�愛媛県告示第１０１６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和２年９月１１日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

�愛媛県告示第１０１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２中局建（開）第２２号

令和２年９月２日
東温市北方字古宮甲２５５５番７

東温市南方４５２番地３
オートヤグリーンビル１０１号
福 江 淳 二
福 江 沙 織

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２中局建（開）第２３号

令和２年９月４日
東温市牛渕字二本木１１８１番１

東温市牛渕５８５番地

山 内 謙 孝

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 佐田岬三崎線
西宇和郡伊方町正野２６３７番１地先から

同町正野２５８８番まで

旧 ５．６～２１．３ ０．２５７

新 ７．７～３８．８ ０．２５７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 佐田岬三崎線
西宇和郡伊方町正野２６３７番１地先から

同町正野２６３９番まで
令和２年９月１１日
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教育委員会公告
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４ 受験願書の請求先及び提出先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課又は住所地を管轄する地方

局建設部若しくは土木事務所

�公 告

令和３年度の愛媛県県立高等学校等の入学者等の選抜に係る

学力検査の出題範囲の縮小について

令和３年度の愛媛県県立高等学校及び愛媛県県立特別支援学校高

等部本科の入学者の選抜並びに愛媛県県立中等教育学校の第４学年

の欠員補充のための編入学者の選抜に係る学力検査の出題範囲の縮

小について次のとおり定めた。

令和２年９月１１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

１ 愛媛県県立高等学校の入学者の選抜に係る学力検査の出題範囲

の縮小

中学校学習指導要領（平成２０年３月文部科学省告示第２８号。以

下「現行中学校学習指導要領」という。）に示されている内容の

うち、次の内容を出題範囲から除外する。社会及び英語について、

中学校学習指導要領（平成２９年３月文部科学省告示第６４号）の規

定によっている場合も同様とする。

教 科 出題範囲から除外する内容

国 語 第３学年で学習する内容のうち伝統的な言語文化と
国語の特質に関する事項�書写に関する事項

社 会 公民的分野のうち�私たちと国際社会の諸課題

数 学 第３学年で学習する内容のうちＤ資料の活用

理 科 第１分野のうち�科学技術と人間及び第２分野のう
ち�自然と人間

英 語
�エ�ｂ関係代名詞のうち目的格のｔｈａｔ、ｗｈｉｃｈの
制限的用法（ただし、教科書で扱う語彙は全て出題
範囲とする。）

２ 愛媛県県立特別支援学校高等部本科の入学者の選抜に係る学力

検査の出題範囲の縮小

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２１年３月文部

科学省告示第３６号）第２章第２節第１款において準ずるものとさ

れる現行中学校学習指導要領第２章に示されている内容のうち、

前項の表の左欄に掲げる教科について同表の右欄に掲げる内容を

出題範囲から除外する。社会及び英語について、特別支援学校小

学部・中学部学習指導要領（平成２９年４月文部科学省告示第７３号）

の規定によっている場合も同様とする。

３ 愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠員補充のための編入学

者の選抜に係る学力検査の出題範囲の縮小

第１項に同じ。

選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第３３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和２年９月１１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１５５，５２９

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，１１１

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４４，４４２

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県選挙管理委員会告示第３４号
平成３１年４月７日執行の愛媛県議会議員選挙（松山市・上浮穴郡選挙区）における公職の候補者川本健太の出納責任者川本美智子から公

職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１８９条第１項の規定に基づき提出された選挙運動費用収支報告書の訂正の報告があったので、同法第１９

２条第１項の規定に基づき、愛媛県議会議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨（令和元年８月愛媛県選挙管

理委員会告示第２７号）の一部を次のとおり訂正する。

令和２年９月１１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の訂正前の欄に掲げる規定を同表の訂正後の欄に掲げる規定に下線で示すように訂正する。

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，４０６ １４，４６９

南 宇 和 郡 １８，５８４ ６，１９５

松山市・上浮穴郡 ４３５，７６３ １３９，２９４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １３８，６９３ ４６，２３１

宇和島市・北宇和郡 ７６，４９８ ２５，５００

八幡浜市・西宇和郡 ３７，０９９ １２，３６７

新 居 浜 市 ９９，５６４ ３３，１８８

西 条 市 ９０，９７３ ３０，３２５

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５０，５２４ １６，８４２

伊 予 市 ３１，１８４ １０，３９５

四 国 中 央 市 ７２，９５３ ２４，３１８

西 予 市 ３２，１６３ １０，７２１

東 温 市 ２８，１２５ ９，３７５

愛 媛 県 報令和２年９月１１日 第１３９号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３５号
公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１８条第２項の規定により衆議院比例代表選出議員の選挙について設けた開票区の区域に係る投票

区の変更があったので、開票区の設置（平成１７年８月愛媛県選挙管理委員会告示第５０号）の一部を次のように改正する。

令和２年９月１１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

訂 正 後 訂 正 前

１・２ 省略

３ 報告書の要旨

� 省略

� 松山市・上浮穴郡選挙区

省略

１・２ 省略

３ 報告書の要旨

� 省略

� 松山市・上浮穴郡選挙区

省略

候 補 者 氏 名 川 本 健 太 所 属 党 派 自 由 民 主 党
平成３１年３月１日から

期 間 第１回分
平成３１年４月１５日まで

出納責任者氏名 川 本 美 智 子

収 入 支 出

主たる寄附 省略

（氏名・団体名） （職業） （寄附額）

自由民主党松山支部連合会 １００，０００円

自由民主党愛媛県支部連合会 １，０００，０００

川 本 聖 子 主 婦 １３０，０００

その他の寄附 ０件 ０

その他の収入 ３４６，２５２

今 回 計 １，５７６，２５２

総 計 １，５７６，２５２

省略

候 補 者 氏 名 川 本 健 太 所 属 党 派 自 由 民 主 党
平成３１年３月１日から

期 間 第１回分
平成３１年４月１５日まで

出納責任者氏名 川 本 美 智 子

収 入 支 出

主たる寄附 省略

（氏名・団体名） （職業） （寄附額）

自由民主党松山支部連合会 １００，０００円

自由民主党愛媛県松山市第七支部 ５７９，０００

川 本 聖 子 主 婦 １３０，０００

その他の寄附 ０件 ０

その他の収入 ３４６，２５２

今 回 計 １，１５５，２５２

総 計 １，１５５，２５２

省略

省略

�・� 省略

省略

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

２ 開票区 ２ 開票区

市町名 開票区名 区 域 市町名 開票区名 区 域

松山市

松山市（

第１区）

開票区

省略

松山市

松山市（

第１区）

開票区

省略

松山市（

第２区）

開票区

�谷第１投票区、�谷第２投票区、�谷第

３投票区、�谷第４投票区、浮穴投票区、

北条第１投票区、北条第２投票区、北条第

３投票区、北条第４投票区、北条第５投票

区、北条第６投票区、北条第７投票区、北

条第８投票区、北条第９投票区、北条第１０

投票区、北条第１１投票区、北条第１２投票

区、北条第１３投票区、北条第１４投票区、北

条第１５投票区、北条第１６投票区、北条第１７

投票区、北条第１８投票区、北条第１９投票

区、北条第２０投票区、北条第２１投票区、北

条第２２投票区、北条第２３投票区、中島第１

投票区、中島第２投票区、中島第３投票

区、中島第４投票区、中島第５投票区、中

島第６投票区

松山市（

第２区）

開票区

�谷第１投票区、�谷第２投票区、�谷第

３投票区、�谷第４投票区、浮穴投票区、

北条第１投票区、北条第２投票区、北条第

３投票区、北条第４投票区、北条第５投票

区、北条第６投票区、北条第７投票区、北

条第８投票区、北条第９投票区、北条第１０

投票区、北条第１１投票区、北条第１２投票

区、北条第１３投票区、北条第１４投票区、北

条第１５投票区、北条第１６投票区、北条第１７

投票区、北条第１８投票区、北条第１９投票

区、北条第２０投票区、北条第２１投票区、北

条第２２投票区、北条第２３投票区、中島第１

投票区、中島第２投票区、中島第３投票

区、中島第４投票区、中島第５投票区、中

島第６投票区、中島第７投票区、中島第８

投票区、中島第９投票区、中島第１０投票

区、中島第１１投票区、中島第１２投票区、中

島第１３投票区、中島第１４投票区、中島第１５

投票区、中島第１６投票区、中島第１７投票区

令和２年９月１１日 発行
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